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日 時 令和 7年 11月 4日（火）13:30～14:00 

会 場 北広島市役所 3階 3D会議室 

出 席 委 員 岩井委員、内手委員、岡部委員、小池委員、小早川委員、柴山委員、杉原委員

冨田委員、長島委員、山田委員 

欠 席 委 員 森利口委員、𠮷田委員 

傍 聴 者 0名 

市 出 席 者 杉山市民環境部長、高橋市民生活課長、立野主査、高山主査、坂下主任 

 

１．開会 

 

2．会議録署名委員の選出 

  「委員の過半数が出席していることから、会議が成立していること」を確認。 

  議長から山田委員を署名委員に指名。 

 

3．議事 

 （1）犯罪被害者等支援について 

≪資料に基づき、事務局から説明≫ 

 

～質問・意見～ 

○A委員 

 6ページの犯罪被害者等支援事業（案）について、医療・心理ケアの精神医療助成の欄に

自立支援医療と記載されているが、これは申請から何からすべて含まれるのか。 

●事務局 

  既存の制度があるので、それを活用できるようにサポート支援を行うものである。 

 〇A委員 

  申請から援助していくということか。 

 ●事務局 

  その通りである。 

 〇B委員 

  4ページの第７条の 2に『支援を総合的に行うための窓口を設置するものとする』となっ

ているが、窓口は市民生活課でよいか。 

 ●事務局 

  一義的な窓口として市民生活課で受けることになると考えている。相談の内容が生活や心

理的に不安を抱えているようなものであれば市の福祉総合相談室を案内したり、道の被害者

相談室を案内したりする。 

〇B委員 

  最近 SNS とかいろいろな形で二次被害などがあるが、そういった相談窓口も市民生活課

でよいか。 

 ●事務局 
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  犯罪被害を受けられた方が二次被害に遭っている場合も、最初の窓口としては市民生活課

でお受けする。 

 ○C委員 

 最近、26 年前の殺人事件の容疑者が判明したことがあった。これは８ページの見舞金支

給の例のケース 1 犯罪行為により死亡した場合に該当すると思う。この事件では容疑者は

長い間見つかっていなかったのだが、こういう場合は見舞金などは支給されるのか。新聞や

テレビでは、現場のアパートをずっと保存していたから 2200 万円もかかったなどがあった

が、そういったものにも支給されるのか。 

●事務局 

 容疑者が見つかっていなくても、被害を受けたということは事実なので、26 年前の時点

でこういった制度があれば支給対象になると思われる。 

○C委員 

 当時はなかったのか。 

●事務局 

 各市町村の方で設置する条例であるため何とも言えないが、当時は少なかったと思われ

る。 

○C委員 

 警察など、他の機関からも見舞金はあるのか。被害者を助けようとなってきたのはとても

よいことだと思う。こういうことは精神的な面もあるので、表立って支援するのは難しいと

思うが、なにか助けになればと思う。 

●事務局 

 国にも給付金の制度があるが、審査などで給付までに、場合によっては 1年程度時間がか

かるものもあるため、当座の部分を市町村で支援できないかと警察からも打診があり検討す

るものである。 

○D委員 

 被害者に相当ダメージがあり、就職活動などができなかったりした場合に、支援するとい

う意味で生活保護支給とかはありえるのか。 

●事務局 

 被害者の個別の状況にもよるので、生活保護の支給対象になるともならないとも言えな

い。生活部分で不安がある方については福祉総合相談室で相談に応じるので、そのうえで福

祉的支援が必要だということになれば、場合によっては生活保護の支給となることもあり得

ると思われる。 

 

4．その他 

 

5．閉会 


